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付 属 資 料 リ ス ト 
 

 

 

 

 

 

 

● 付属資料１） 

 

  部会訂正資料及び委員会資料について 
 

 
 本付属資料は、申請案件が受け付けられた後、部会や委員会における審議過程で必要となる資料
です。 

 

● 付属資料２） 

 

  申請資料の最終版について 
 

 
 本付属資料は、認定完了後に、お読みいただく資料です。 

 

● 付属資料３） 

 
  住宅型式性能認定（維持管理対策等級） 

住宅型式性能認定書に添付する設計仕様作成について 
 

 
 本付属資料は、認定完了後に、お読みいただく資料です。 
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部会訂正資料及び委員会資料について 
 

下記の手順に従い、各資料を提出して下さい。 

 

 

 

 

 

 

１）本日部会で、委員から指摘・訂正を受けた場合、以下の順    

で資料を整えて下さい。 

 ●表 紙：「部会訂正資料」、「件名」、「申請者」を記入した 

      表紙をつけて下さい。 

 ●指摘事項回答書 
（次ページ以降の【フォーム】に従い、作成してください。） 

 ●訂正書類、図面、（訂正箇所のみ） 

 ●その他書類（カタログ、データ等） 

 

２）提出部数  委員数＋事務局＝     部 

 

３）その他 ○図面はＡ４版に折り込んで下さい。 

○資料はＡ４版ホッチキス止め、あるいは 

      ファイルで綴じて下さい。 

        

      月    日までに事務局へ提出して下さい。 
 

 

 

 

 

  月  日の委員会(報告審議)に際してご提出いただく資

料は、以下のとおりです。 

 

１）以下の順序で目次を作成し、整えてください。 

 ①指摘事項とその対策（表のみ） 

 ②認定申請書(写し) 

③認定申請概要書 

④設計要綱及び評価対象部位納まり図 

⑥その他資料（カタログ、データ等、部会で指示があった場   

合） 

 

２）提出部数 ６ 部 
 

３）体 裁 

 ①Ａ４ファイル綴じ(２穴あけファイル)として下さい。 

 ②Ａ４サイズを超える原稿は、Ａ４サイズに折り込んでくだ  

さい。 

 

     月    日までに事務局へ提出して下さい。

① 部 会 訂 正 資 料

② 委 員 会 資 料
②委員会資料提出

①部会訂正資料提出
（委員会訂正資料） 

部 会 

担 当 委 員 確 認

委員会 (報告審議 )

認 定 完 了

委員会(報告審議)の結果連絡等

は委員会開催後にこちらよりファ

クシミリ等にてご連絡いたします。 

住宅型式性能認定書の発行は、委

員会(報告審議)完了後に申請者側

で製本いただく「申請資料最終版」

と引き換えとなります。なお、認定

手数料のお支払い（指定口座振り込

み）は済んでおりますでしょうか。

今一度ご確認下さい。 

 部会訂正資料の内容に不備があ 

る等の場合は、再度部会を開催する

ことがあります。 

付属資料１
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【フォーム】６０－０６－０１ 

指 摘 事 項 回 答 書 

委員会・部会 

第 回 

日

時 
平成 年  月  日 

場

所
 

出

席

者 

認

定

員 

 

件

名 
 

担当

職員 
 

申

請

者 

 

提

出

資

料 

 

指摘及び検討事項（質問等も含む） 回答及び処置 備考 
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指摘及び検討事項（質問等も含む） 回答及び処置 備考 
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申請資料の最終版について 
 

 

 

１．申請資料の製本(最終版)について 

 

認定審査を完了した案件は、最終の認定申請資料(部会・委員会等の指摘の訂正が済んだもの)を

製本し、２部事務局へ提出して下さい。提出いただいた２部うちの１部は、事務局において内容を確

認後、当センター最終版確認印を押印のうえ、住宅型式性能認定書とともに返却いたします。 

 

[２部の内訳] 

当センター保管分１部、申請者保管分１部 

 

 

２．最終版の仕様等について 

 

● 部会および委員会等で指摘のあった事項を全て反映させた内容として下さい。 

なお、資料の末尾に、「指摘事項回答書」の表のみを入れて下さい。 

● １冊にしてまとめて下さい。どうしても厚くなる場合は、両面コピーを利用して下さい。 

● Ａ４版で、原則として差し換えのきかない製本として下さい。見開き製本の出来ない大きい図

面（青焼き図面は不可）等は見開きが可能な方法でＡ４サイズに折り込んで下さい。 

● なお、製本イメージについては次ページをご参照下さい。 

 

 

付属資料２
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３．最終版の仕様(製本イメージ) 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ビ
ス
止
め
等
で
固
定
す
る 

裏表紙

一番最後に｢指摘事項回答書｣の表の

みをはさむ 

一番最初のﾍﾟｰｼﾞに白紙 

表(おもて)表紙 

BCJ 品型-HS○○○○

住宅型式性能認定申請資料 

【維持管理への配慮に関すること】

 

件名：○○○○○○○○○○○○ 

 

 

 

 

 

平成○年○月 

 

○○○○株式会社 

背表紙に最低必要

な項目 

↓ 

① ＢＣＪ番号 

② 件名 

③ 申請者名 
会社名（申請者) 

認定完了の年、月を記入

(日は不要)

認定番号を記入 

（ＢＣＪ品型－ＨＳ    ）
なお、１型式につき１ＢＣＪ番号が

与えられます。１申請書に複数の型

式を含むものは、最終版１冊に複数

の番号が与えられます。この場合は

以下のとおりとしてください。 

BCJ 品型-HS○○○○～○○○○ 

資料の１枚目は白紙。以降、 

 ①目次 

 ②BCJ承諾印が捺印された住宅型式

性能認定申請書(写し) 

 ③訂正済の認定申請資料 

 ④指摘事項回答書 

の順番で製本して下さい。 

○ 

○ 

○ 

○ 

ビス止め等(４箇所程度) 

【２穴アケの市販ハードカ

バーファイルを用い、差し

替え不可能な措置を講じた

ものでもかまいません。】 
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住宅型式性能認定（維持管理対策等級） 

住宅型式性能認定書に添付する設計仕様作成について 
 

 

住宅型式性能認定書に別紙として添付する「設計仕様」は、最終的に修正された認定申請資料の様式

３が中心となるため、以下に従い申請者にて作成・提出いただきます。 

 

 

●住宅型式性能認定書「設計仕様」の提出形態、提出部数及び提出期限 

 

・提出形態：クリップ止め、クリアフォルダ等に入れ、折れ曲がらないようにした状態 

 

・提出部数：２部 

[２部の内訳]住宅型式性能認定書原本発行用１部、当センター発行控え用１部 

 

  ・提出期限：本申請要領「§2.標準的な事務手続きの流れ (８)最終版等の提出と住宅型式性能認

定書の発行」をご参照下さい。 

 

 

●住宅型式性能認定書「設計仕様」作成の留意点 

 

・一の認定（書）に対し、一の認定内容（設計仕様）を作成して下さい。 

 

・１枚目は、右肩に「別紙」と必ず記し、「適用範囲」及び「型式の内容」を記述して下さい（下

図イメージ及び次ページ作成例を参照）。 

 

・２枚目以降は、認定申請資料のうち【様式３「設計要綱及び評価対象部位納まり図」】の設計要

綱の部分を中心としたものとしてください。 

 

 

 

 

 

 

 

付属資料３ 

 別 紙  
 
 
１．適用範囲 

床 面 積    ：○○～○○○㎡   

 

２．型式の内容 
 

当該型式は、○○○○ハウス ○○

型によるものである。詳細は次項より

記載する。 

 

クリップ止め状態で２部作成

折れ曲がらないよ

うにクリアフォル

ダ等に入れて提出 
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 別 紙  
 

 

 

１．適用範囲 
 

 床 面 積    ：○○～○○○㎡   

 

 

 

 

 

 

 

 

２．型式の内容 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

右肩部分に「別紙」と必

ず記入して下さい。 

「１．適用範囲」記入の留意事項等） 

＊4-1 維持管理対策等級（専用配管）の床面積は、評価対象住戸の専用部分の面積として下

さい。 

 

＊4-2 維持管理対策等級（共用配管）の床面積は、評価対象住棟における共用部分の面積と

して下さい。 

住宅名称を記載する場合の記載例： 
 
当該型式は、○○○○ハウス ○○型によるものである。詳細は次項より記載する。 

 

 

 

住宅名称を記載しない場合の記載例： 
 
詳細は次項より記載する。 

設計仕様の２枚目以降は、「２．型式の内容」として設計要綱を添付します。設計

要綱は認定申請資料中の「様式３」を中心に、次ページからの作成モデルを参考に

作成して下さい。 

本紙（設計仕様の１枚目）は、申請単位※ 当たりに１枚必要です。 

申請単位毎に本紙と２枚目以降をクリップ止めにした状態で提出します。 
 
※申請単位：戸建形式(一戸建ての住宅･共同住宅等)毎、表示すべき事項の区分(専用配管･共用配管)

毎、表示方法の区分(等級 3･2)毎。 
      例えば、一戸建ての住宅で専用配管の等級３に係る申請で１申請単位、同条件で等級

２に係る申請は別単位となり、住宅型式性能認定書に添付する「設計仕様」はそれぞ

れ別に作成することとなります。 
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《様式３―１》 

 

設計要綱および評価対象部位納まり図【専用配管 等級３ ①】 
 
 
 
１．設計要綱 
平成１３年国土交通省告示

第１３４７号 評価方法基準 設 計 要 綱 

①専用配管が、壁、柱、床、

はり及び基礎の立ち上が

り部分を貫通する場合を

除き、コンクリート内に

埋め込まれていないこ

と。 

左記評価方法基準を満足するため、以下の事項を設計要綱として定める。

 
1)専用配管は、基礎立ち上がり部又は壁以外の部分で貫通させない。な
お、貫通部分(局部的で断面欠損が小さくなるように貫通)がコンクリ
ートである場合は、当該貫通部をスリーブ構造とし、コンクリート内

に埋め込まない。 
ベタ基礎の場合は給水管に限り、さや管ヘッダー工法に限定し、さや

管部分を基礎貫通部に埋設する。 
2)配管周辺のコンクリートの除去を伴わずに当該配管の点検、補修が行
える方法とし以下のようなことは行わない。 
・配管まわりに直接コンクリートを打設すること。 
・コンクリートで遮蔽されたボイド内に配管を直接設置すること。 
・配管をコンクリートブロック･レンガ等で完全に隠蔽すること。 
・その他これらに類すること。 

 
 
２．評価対象部位納まり図 
次ページ以降に添付。 

 
●提出図： 
①コンクリート貫通部分の詳細図（排水管、給水管、給湯管、ガス管の順番でそれぞれ提出） 

１）―2)代表プラン図― として提出したプランのコンクリート貫通部分の貫通処理を示す詳細図 
２）上記 1)以外に型式範囲として含めようとするコンクリート貫通部分の貫通処理を示す詳細図 

 
②その他、設計要綱として定めた事項を容易に確認できる図面 

設計仕様の２枚目以降は、認定申請資料の

様式３を用います。本作成モデルに従い、住

宅型式性能認定書として不要となる文字を

削除したものとしてください。 

消してください 

消してください 

消してください 

取消線部分を消してください（以下同じ） 
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《様式３―２》 

 

設計要綱および評価対象部位納まり図【専用配管 等級３ ②】 
 
 
１．設計要綱 
平成１３年国土交通省告示

第１３４７号 評価方法基準 設 計 要 綱 

②地中に埋設された管(4-2
において｢地中埋設管｣と

いう。)の上にコンクリー
トが打設されていないこ

と。ただし、当該コンク

リートが建築物の外部に

存する土間床コンクリー

トその他構造躯体に影響

を及ぼすことが想定され

ないものである場合及び

他の法令(条例を含む。)
の規定により、凍結のお

それがあるとして配管を

地中に埋設する場合につ

いては、この限りでない。

左記評価方法基準を満足するため、以下の事項を設計要綱として定める。

 
1)地中に埋設された管の上にコンクリートを打設しない。ただし、建築
物の外部に存する土間床コンクリートその他構造躯体に影響を及ぼ

すことが想定されないもの（構造躯体と一体とみなされない土間コン

クリート、防湿コンクリート等をいう。）については、この限りでな

い。 
2)布基礎に限り、寒冷地における給水管で他の法令（条例を含む）によ
り地中埋設深度が規定されており、当該深度が建物に対する凍結深度

と等しいか又は深い場合は、基礎の底板より下に給水管を埋設する。

 

 
２．評価対象部位納まり図 
次ページ以降に添付。 

 
●提出図： 
①地中埋設管（排水管、給水管、給湯管、ガス管の順番でそれぞれ提出）周辺断面図 

１） ―2)代表プラン図― として提出したプランの地中埋設管周辺断面図 
２） 上記 1)以外に型式範囲として含めようとする地中埋設管周辺断面図 

 
②その他、設計要綱として定めた事項を容易に確認できる図面 
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《様式３―３》 

 

設計要綱および評価対象部位納まり図【専用配管 等級３ ③】 
 
 
１．設計要綱 
平成１３年国土交通省告示

第１３４７号 評価方法基準 設 計 要 綱 

③共同住宅等にあっては、

評価対象住戸の専用配管

が他住戸の専用部分に設

置されていないこと。 

左記評価方法基準を満足するため、以下の事項を設計要綱として定める。

 
1)評価対象住戸の専用配管を、他の専用部分に配管しない 
2)下階の住戸や隣接する住戸の専用部分に、評価対象住戸の専用配管を
設置、接続しない。 

 
 
２．評価対象部位納まり図 
次ページ以降に添付。 

 
●提出図： 
①専用配管（排水管、給水管、給湯管、ガス管の順番で提出）配置図、床下配管の納まり図 
１） ―2)代表プラン図― として提出したプランの専用配管配置図、床下配管の納まり図 
２） 上記 1)以外に型式範囲として含めようとする専用配管配置図、床下配管の納まり図 

 
②その他、設計要綱として定めた事項を容易に確認できる図面 
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《様式３－４》 
 

設計要綱および評価対象部位納まり図【専用配管 等級３ ④】 
 
 
１．設計要綱 
平成１３年国土交通省告示

第１３４７号 評価方法基準 設 計 要 綱 

④専用の排水管(継ぎ手及
びヘッダーを含む。)の内
面が、清掃に影響を及ぼ

さないように平滑であ

り、かつ、当該排水管が

清掃に影響を及ぼすよう

なたわみ、抜けその他変

形が生じないように設置

されていること。 

左記評価方法基準を満足するため、以下の事項を設計要綱として定める。

 
1)専用の排水管（継手のほか、設備機器に付属する排水トラップ直前ま
でを含む。以下同じ。）は、内面が清掃に影響を及ぼさないように平

滑であるものを使用する。 
2)専用の排水管と継手の接合部内面は、段差が生じないように接合し、
接合方法は接着接合、ネジ接合、又はメカニカル接合とする。 

3)使用する専用の排水管、継手、配管サポート、その他は表１のものと
する。 

4)屋内に配管する横主管、横枝管は、平常時及びつまり等による管閉塞
時の配管及び排水の自重によりたわまないよう、表２に従い、配管サ

ポートを用いて建物側又は底盤コンクリートに容易に変形、破損及び

移動等が無いように確実に固定する。 
 

 
表１：使用する専用の排水管、継手、配管サポート、その他の材料仕様一覧表 
No 種類 材質 サイズ 対応規格番号等 

１ 屋外排水管、屋外排水管 ＶＰ 

(硬質塩化ビニル管) 

φ40

JIS K 6741 

φ50
φ65
φ75
φ100
φ125
φ150

２ 継手 ＶＰ 

(排水用硬質塩化ビニル管継手)

φ40

JIS K 6739 

φ50
φ65
φ75
φ100
φ125
φ150

３ 配管サポート 鋼製(電気亜鉛メッキ仕上げ)ま
たは SUS304製  HASS※ 010-2000 

４ 排水ます ･･････ φ300 ･･････ 
５ ･･････ ･･････ ･･････ ･･････ 
６ ･･････ ･･････ ･･････ ･･････ 
７ ･･････ ･･････ ･･････ ･･････ 
 
※ HASSとは、空気調和･衛生工学会規格 
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表２：排水横管の支持間隔及び勾配一覧表 
No サイズ 支持間隔 勾 配 
１ ･･････ ･･････ ･･････ 
２ ･･････ ･･････ ･･････ 
３ ･･････ ･･････ ･･････ 
４ ･･････ ･･････ ･･････ 
 
 
２．評価対象部位納まり図 
次ページ以降に添付。 

 
●提出図： 
 ① ―2)代表プラン図― として提出したプランの敷地内最終ますから設備機器に付属する排水トラッ
プ直前までに使用される排水管･継手等の接合部詳細断面図（接合状態の断面図で著しい段差が生じてい

ないことが確認できる断面図） 
 
 ② ①のほか、敷地内最終ますから設備機器に付属する排水トラップ直前までに使用される排水管･継

手等の接合部詳細及び断面図（接合状態の断面図で著しい段差が生じていないことが確認できる断面図）を、

表１の仕様一覧表で組み合わせが想定されるもの全て提出して下さい。 
 
③ 以下の設備機器種類毎にそれぞれＡ４サイズで１枚以上、排水トラップと排水管の接合部詳細図
及び断面図（接合状態の断面図で著しい段差が生じていないことが確認できる断面図）に材質を併せて記載

した図面を添付して下さい 
１）便所【大便器（適用される便器の種類[洋風便器、和風便器、小便器]）】 
２）浴室ユニット 
３）台所流し 
４）洗面化粧台 
５）洗濯機防水パン 
６）その他、適用される排水器具 

 
④ その他、設計要綱として定めた事項を容易に確認できる図面 
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《様式３―５》 
 

設計要綱および評価対象部位納まり図【専用配管 等級３ ⑤】 
 
 
１．設計要綱 
平成１３年国土交通省告示

第１３４７号 評価方法基準 設 計 要 綱 

⑤専用の排水管には、掃除

口が設けられているか、

又は清掃が可能な措置が

講じられたトラップが設

置されていること。ただ

し、便所の排水管で当該

便所に隣接する排水ます

又は共用立管に接続する

ものにあっては、この限

りでない。 

左記評価方法基準を満足するため、以下の事項を設計要綱として定める。

 
1)専用の排水管には、清掃が可能な措置が講じられたトラップを設置す
る。なお、容易に掃除ができない配管には、治具が容易に挿入できる

掃除口を設ける。 
2)便所に設置する便器は固定ネジを外すことにより容易に取り外し可
能な構造の洋風大便器に限る（洋風大便器を取り外したことにより露

出する排水管を掃除口とみなす。） 
3)屋外に設置する排水ますは、一般的な掃除用具を用いて設備機器まで
容易に掃除可能なものとし、これを掃除口とみなす。これに関し、設

備機器と排水ますを接続する横引き配管は●ｍ以内とする。 
 

 
２．評価対象部位納まり図 
 次ページ以降に添付。 
 
●提出図： 
①以下の設備機器種類毎にそれぞれＡ４サイズで１枚以上、清掃が可能な措置が講じられた排水トラ

ップにあってはその詳細図と材質について記述された図面を添付して下さい。 
１）便所【大便器（適用される便器の種類[洋風便器、和風便器、小便器]）】 
２）浴室ユニット 
３）台所流し 
４）洗面化粧台 
５）洗濯機防水パン 
６）その他、適用される設備機器 

 
②その他、設計要綱として定めた事項を容易に確認できる図面 
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《様式３―６》 

設計要綱および評価対象部位納まり図【専用配管 等級３ ⑥】 
１．設計要綱 
平成１３年国土交通省告示第

１３４７号 評価方法基準 設 計 要 綱 

⑥設備機器と専用配管(ガ
ス管を除く。)の接合部並
びに専用配管のバルブ及

びヘッダー(以下⑥にお
いて｢主要接合部等｣とい

う。)又は排水管の掃除口
が仕上げ材等により隠蔽

されている場合には、主

要接合部等を点検するた

めに必要な開口又は掃除

口による清掃を行うため

に必要な開口が当該仕上

げ材等に設けられている

こと。 

左記評価方法基準を満足するため、以下の事項を設計要綱として定める。
1)設備機器と専用配管(ガス管を除く。)の接合部並びに専用配管のバルブ及びヘッダ
ー(排水管を除く。なお、以下｢主要接合部等｣という。)又は排水管の掃除口、容
易に取り外し可能な排水トラップが仕上げ材等により隠蔽されている場合には、

主要接合部等を点検するために必要な開口又は掃除口による清掃を行うために必

要な開口を当該仕上げ材等に設ける。 
2)「設備機器と専用配管(ガス管を除く。)の接合部」とは、水廻り各所（台所、浴室、
洗面所、洗濯機置き場、便所等）に設置する水栓類と、配管工事により設置され

る給水管、給湯管、又は排水管との接合部とする。なお、建築工事と配管工事の

区分により発生する接続部、及び点検又は清掃のための開口は、設備機器毎に以

下①から⑤までのとおりとする。 
3)給水管、給湯管がバルブヘッダーの場合は、点検のための開口設置を当該部位に
近接した位置とする。 

4)複数の設備機器との接合部が近接している場合には、点検のために必要な開口を
集約して、１つの開口で複数箇所の点検に供することができる。 

5)床や壁の一部をビス止めにする等により、床や壁の一部を取り外し可能とした場
合は、当該箇所を点検口とすることができる。 

6)その他、設備機器毎に以下の仕様とする。 
①便 器： 
ネジを取り外すことにより容易に取り外し可能な構造の洋風大便器に限る。 
・排水管： 
接合部は、床面より上部とする（排水管との接合部点検開口不要）。また、

便器を取り外すことにより排水管が床面より上部で露出し、露出した排水管

より容易に清掃が可能である。 
・給水管： 
接合部は、便所内床面または壁面以降、便器給水タンク側へ便所内で露出

した部分とする。従って、点検用開口は不要とする。 
②浴 室： 
浴室は浴室ユニットに限る。 
・排水管： 
接合部は、浴室ユニット内の排水トラップ接合部とする。この接合部点検

のために、隣室床面に点検用開口を設ける（⑤洗濯機用防水パン下に設置す

る点検用開口と兼用する場合がある。）。排水管の清掃は、浴室ユニット内の

トラップを分解することにより掃除治具を容易に挿入可能な構造とする。 
・給水管及び給湯管： 
接合部は、浴室ユニット範囲内とする。この接合部付近の浴室ユニット内

側面に、接合部点検用開口を設ける。 
③台所流し及び洗面化粧台 

・排水管： 
    接続部はトラップ直下とする。また、接続部はキャビネット扉を開けた状

態で露出している構造に限ることとし、接合部が容易に点検可能な構造とす

る。 
    清掃は、トラップが取り外し容易なものとし、容易に掃除治具が挿入可能

な構造とする。 
・給水管及び給湯管 
接続部はキャビネット扉を開けた状態で露出した部分とする（キャビネッ

ト扉を開けた状態で点検が容易な構造とする。）。 
④洗濯機用給水管及び給湯管 
  ・給水管及び給湯管： 
    接合部は壁面する。室内に露出のため接続部点検用開口は設けない。 
⑤洗濯機用防水パン： 

・排水管 
接合部は床面より下のトラップ出口とする。接合部点検用に防水パン直下

の床面に点検用開口を設ける（防水パンを取り外して点検を行う。）。 
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２．評価対象部位納まり図 
 次ページ以降に添付。 
 
●提出図 
①以下の設備機器等と専用配管の接合部毎にそれぞれＡ４サイズで１枚以上図面を添付して下さい。 
１）便所（便器の排水管接合部、給水管接合部と、手洗器の排水管接合部、給水管接合部） 
２）浴室ユニット（排水管接合部、給水管接合部、給湯管接合部） 
３）台所流し（排水管接合部、給水管接合部、給湯管接合部） 
４）洗面化粧台（排水管接合部、給水接合部、給湯管接合部） 
５）洗濯機防水パン（排水管接合部） 
６）洗濯機用給水栓（給水管接合部、給湯管接合部） 
７）その他、適用される設備機器（排水管管接合部、給水管接合部、給湯管管接合部） 

 
②掃除口が専用配管途中に設けられる場合で、仕上げ材等により隠蔽されている場合は、当該掃除口

より清掃を行うために必要な開口（設置プランと開口の詳細図） 
 
③専用配管のバルブ、ヘッダーの点検に必要な開口の図面（仕上げ材等により隠蔽されている場合、露出し

ている場合は露出していることが確認できるプラン図等） 
 
④その他、設計要綱として定めた事項を容易に確認できる図面 
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《様式３―７》 
 

設計要綱および評価対象部位納まり図【共用配管 等級３ ①】 
 
 

 

１．設計要綱 
平成１３年国土交通省告示

第１３４７号 評価方法基準 設 計 要 綱 

①共用配管が、壁、床、柱、

はり又は基礎の立ち上が

り部分を貫通する場合を

除き、コンクリート内に

埋め込まれていないこ

と。 

左記評価方法基準を満足するため、以下の事項を設計要綱として定める。

 
1)共用配管は、基礎立ち上がり部以外の部分で貫通させない。なお、貫
通部分(局部的で断面欠損が小さくなるように貫通)がコンクリートで
ある場合は、当該貫通部をスリーブ構造とし、コンクリート内に埋め

込まない。 
2)配管周辺のコンクリートの除去を伴わずに当該配管の点検、補修が行
える方法とし以下のようなことは行わない。 
・配管まわりに直接コンクリートを打設すること。 
・コンクリートで遮蔽されたボイド内に配管を直接設置すること。 
・配管をコンクリートブロック･レンガ等で完全に隠蔽すること。 
・その他これらに類すること。 

 
 
２．評価対象部位納まり図 
 次ページ以降に添付。 
 
●提出図： 
①コンクリート貫通部分の詳細図（排水管、給水管、給湯管、ガス管の順番でそれぞれ提出） 

１）―2)代表プラン図― として提出したプランのコンクリート貫通部分の貫通処理を示す詳細図 
２）上記 1)以外に型式範囲として含めようとするコンクリート貫通部分の貫通処理を示す詳細図 

 
②その他、設計要綱として定めた事項を容易に確認できる図面 

 

共用配管に係る申請の場合も、様式３を以下の要領で修正したものとしてくださ

い。9/25 ページの「１．適用範囲」も共用配管用に作成し添付必要です。 
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《様式３―８》 
 

設計要綱および評価対象部位納まり図【共用配管 等級３ ②】 
 
 

１．設計要綱 
平成１３年国土交通省告示

第１３４７号 評価方法基準 設 計 要 綱 

②共用の地中埋設管の上に

コンクリートが打設され

ていないこと。ただし、

建築物の外部に存する土

間床コンクリートその他

構造躯体に影響を及ぼす

ことが想定されないもの

である場合及び他の法令

(条例を含む。)の規定に
より、凍結のおそれがあ

るとして配管を地中に埋

設する場合については、

この限りでない。 

左記評価方法基準を満足するため、以下の事項を設計要綱として定める。

 
1)地中に埋設された管の上にコンクリートを打設しない。ただし、建築
物の外部に存する土間床コンクリートその他構造躯体に影響を及ぼ

すことが想定されないもの（構造躯体と一体と見なされない土間コン

クリート、防湿コンクリート等をいう。）については、この限りでな

い。 
2)給水管に限り、他の法令（条例を含む）により、地中埋設深度が規定
されており、当該深度が建物に対する凍結深度と等しいか又は深い場

合は、基礎の底板より下に給水管を埋設する。 
 

 
２．評価対象部位納まり図 
 次ページ以降に添付。 
 
●提出図： 
①地中埋設管（排水管、給水管、給湯管、ガス管の順番でそれぞれ提出）周辺断面図 

１） ―2)代表プラン図― として提出したプランの地中埋設管周辺断面図 
２） 上記 1)以外に型式範囲として含めようとする地中埋設管周辺断面図 

 
②その他、設計要綱として定めた事項を容易に確認できる図面 
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《様式３―９》 
 

設計要綱および評価対象部位納まり図【共用配管 等級３ ③】 
 
 

１．設計要綱 
平成１３年国土交通省告示

第１３４７号 評価方法基準 設 計 要 綱 

③共用の排水管には、共用

立管にあっては最上階又

は屋上、最下階及び３階

以内おきの中間階又は

15ｍ以内ごとに、横主管
にあっては１０ｍ以内ご

とに掃除口が設けられて

いること。 

左記評価方法基準を満足するため、以下の事項を設計要綱として定める。

 
1)共用の排水管には、共用立管にあっては最上階又は屋上、最下階及び
３階以内おきの中間階又は１５ｍ以内ごとに、横主管にあっては１０

ｍ以内ごとに掃除口を設ける。 
 

 
２．評価対象部位納まり図 
 次ページ以降に添付。 
 
●提出図： 
① ―2)代表プラン図― として提出したプランの共用排水立て管掃除口配置図、横主管掃除口配置図 

② ①の各掃除口周辺詳細図 

③ その他、設計要綱として定めた事項を容易に確認できる図面 
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《様式３―１０》 
 

設計要綱および評価対象部位納まり図【共用配管 等級３ ④】 
 

１．設計要綱 
平成１３年国土交通省告示

第１３４７号 評価方法基準 設 計 要 綱 

④専用配管と共用配管の接

合部及び共用配管のバル

ブ(以下④において｢主要
接合部等｣という。)又は
排水管の掃除口が仕上げ

材等により隠蔽されてい

る場合には、主要接合部

等を点検するために必要

な開口又は掃除口による

清掃を行うために必要な

開口が設けられているこ

と。 

左記評価方法基準を満足するため、以下の事項を設計要綱として定める。

1)専用配管と共用配管の接合部並びに共用配管のバルブ及びヘッダー
(排水管を除く。なお、以下｢主要接合部等｣という。)又は排水管の掃
除口が仕上げ材等により隠蔽されている場合（パイプシャフトの設置

されている場合のほか、共用廊下天井内、ピロティ天井内などに、仕

上げ材等で隠蔽されている場合も含む。以下同じ。）には、主要接合

部等を点検するために必要な開口又は掃除口による清掃を行うため

に必要な開口を当該仕上げ材等に設ける。 
2)清掃(清掃治具を用いる清掃)を行うために、排水管に設置された掃除
口(垂直方向 15ｍ以内・水平方向 10ｍ以内の間隔で設置)から清掃治
具を容易に挿入可能とするために、排水管に設置された掃除口が露出

されているか、仕上げ材等により隠蔽されている場合には清掃を行う

ための必要な開口を確保する。 
3)給水管、給湯管がバルブヘッダーの場合は、点検のための開口設置を
当該部位に近接した位置とする。 

4)複数の接合部が近接している場合には、点検のために必要な開口を集
約して、１つの開口で複数箇所の点検に供することも可能とする。 

5)床や壁の一部をビス止めにする等により、床や壁の一部を取り外し可
能とした場合は、当該箇所を点検口とすることができる。 

 
 
２．評価対象部位納まり図 
 次ページ以降に添付。 
 
① ―2)代表プラン図― として提出したプランの専用配管と共用配管の接合部部分の図面を添付し

て下さい。 

 
② ―2)代表プラン図― として提出したプランの共用配管のバルブ、給水ヘッダーの点検に必要な開
口の図面（仕上げ材等により隠蔽されている場合、露出している場合は露出していることが確認できるプラン図

等） 
 
③その他、設計要綱として定めた事項を容易に確認できる図面 
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《様式３－１１》 
 

設計要綱および評価対象部位納まり図【共用配管 等級３ ⑤】 
 
 
１．設計要綱 
平成１３年国土交通省告示

第１３４７号 評価方法基準 設 計 要 綱 

⑤共用の排水管(継ぎ手及
びヘッダーを含む。)の内
面が、清掃に支障を及ぼ

さないように平滑であ

り、かつ、当該排水管が

清掃に支障を及ぼすよう

なたわみ、抜けその他変

形が生じないように設置

されていること。 

左記評価方法基準を満足するため、以下の事項を設計要綱として定める。

1)共用の排水管（継手、ヘッダーを含む）は、内面が清掃に影響を及ぼ
さないように平滑であるものを使用する。 

2)共用の排水管と継手の接合部内面は、段差が生じないように接合し、
接合方法は接着接合とする。 

3)使用する専用の排水管、継手、配管サポート、その他は表１のものと
する。 

4)屋内共用部内に配管する横主管、横枝管は、平常時及びつまり等によ
る管閉塞時の配管及び排水の自重によりたわまないよう、表２に従

い、配管サポートを用いて建物側又は底盤コンクリートに容易に変

形、破損及び移動等が無いように確実に固定する。 
 
 

 
 
 
表１：使用する共用の排水管、継手、配管サポート、その他の材料仕様一覧表 
No 種類 材質 サイズ 対応規格番号等 

１ 屋外排水管、屋外排水管 ＶＰ 

(硬質塩化ビニル管) 

φ75

JIS K 6741 φ100
φ125
φ150

２ 継手 ＶＰ 

(排水用硬質塩化ビニル管継手)

φ75

JIS K 6739 φ100
φ125
φ150

３ 配管サポート 鋼製(電気亜鉛メッキ仕上げ)ま
たは SUS304製  HASS※ 010-2000 

４ 排水ます ･･････ ･･････ ･････ 

５ ･･････ ･･････ ･･････ ･･････ 
６ ･･････ ･･････ ･･････ ･･････ 
７ ･･････ ･･････ ･･････ ･･････ 
 
※ HASSとは、空気調和･衛生工学会規格 
 
表２：排水横管の支持間隔及び勾配一覧表 
No サイズ 支持間隔 勾 配 
１ ･･････ ･･････ ･･････ 
２ ･･････ ･･････ ･･････ 
３ ･･････ ･･････ ･･････ 
４ ･･････ ･･････ ･･････ 
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２．評価対象部位納まり図 
次ページ以降に添付。 

 
●提出図： 
 ① ―2)代表プラン図― として提出したプランの専用配管との接続部から建物外部の最初のますまで
の立管及び横主管に使用される排水管･継手等の接合部詳細断面図（接合状態の断面図で著しい段差が生

じていないことが確認できる断面図） 
 
②その他、設計要綱として定めた事項を容易に確認できる図面 
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《様式３―１２》 
 

設計要綱および評価対象部位納まり図【共用配管 等級３ ⑥】 
 

 

１．設計要綱 
平成１３年国土交通省告示

第１３４７号 評価方法基準 設 計 要 綱 

⑥横主管が設置されている

場合においては、当該配

管ピット又は１階床下空

間内に設けられ、かつ、

人通孔その他当該配管に

人が到達できる経路(専
用部分に立ち入らないで

到達できるものに限る。)
が設けられていること。

左記評価方法基準を満足するため、以下の事項を設計要綱として定める。

 
1)建物外部の最初のますまでの排水横主管、並びに共同住宅等の水平投
影面積内に存ずる給水管、給湯管及びガス管の横主管は、当該配管ピ

ット又は１階床下空間内に設け、かつ、人通孔その他当該配管に人が

到達できる経路(専用部分に立ち入らないで、当該配管の維持管理を
行う者の通行や機材搬入等を可能とする空間を有する経路に限る。)
を設ける。 

2)開口として必要な寸法は、以下とする。 
・矩形の場合 500mm×500mm以上のもの。 
・円形の場合φ450mm以上の円が内接できるもの。 

 
 
 
２．評価対象部位納まり図 
 次ページ以降に添付。 
 
●提出図： 
 ①  ―2)代表プラン図― として提出したプランの共用横主管のピットまたは１階床下配管図、人

通孔配置図と開口寸法 
 
② その他、設計要綱として定めた事項を容易に確認できる図面 
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《様式３―１３》 
 

設計要綱および評価対象部位納まり図【共用配管 等級３ ⑦】 
 

 

１．設計要綱 
平成１３年国土交通省告示

第１３４７号 評価方法基準 設 計 要 綱 

⑦共用配管が、専用部分に

立ち入らないで補修でき

る位置(共用部分、住棟外
周部、バルコニーその他

それに類する部分をい

う。)に露出しているか、
又は専用部分に立ち入ら

ないで補修が行える開口

を持つパイプスペース内

に設けられていること。

左記評価方法基準を満足するため、以下の事項を設計要綱として定める。

 
1)共用配管は、専用部分に立ち入らないで補修できる位置(共用部分、住
棟外周部、バルコニーその他それに類する部分をいう。)に露出して
いるか、又は専用部分に立ち入らないで補修を行うことができる開口

を持つパイプスペース内に設ける。 
（共用配管の維持管理が専用部分に立ち入らない(専用部の居室内へ
立ち入りを避ける)で行うことができること、及び共用配管の補修等
が構造躯体並びに仕上げ材に影響を及ぼすことなくできるための措

置を講じる。） 
2)｢補修できる開口｣は、不具合発生箇所の修理、部分的な配管・バルブ・
継手等の交換のために、腕(この場合は両腕)及び器具・資材の挿入が
可能なものとし、以下のとおりとする。 
・φ450mm以上の円が内接するもの。 

3)補修用の開口は、専用部に立ち入らないで補修が必要な部位に到達で
きる位置に設ける。 

 
 
 
２．評価対象部位納まり図 
 次ページ以降に添付。 
 
●提出図： 
 ①  ―2)代表プラン図― として提出したプランの建物共用部分、住棟外周部、バルコニーと配管

の相関位置図、パイプスペース平面図、断面図、詳細図 
 
② その他、設計要綱として定めた事項を容易に確認できる図面 

 
 


